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	改正健康増進法の施行により、地方公共団体の一般庁舎の建物内は100%禁煙化され、敷地内禁煙を促進する効果が確認された。しかし、その後
	の調査では大きな進捗は見られなかった。今後の課題として、敷地内全面禁煙が達成できた自治体の状況やその達成が難しい自治体の理由などを明らかにするため、自治体に対するインタビュー調査が必要と考えられる。
	１．論文発表（本研究に関連するもの）
	なし
	２．学会発表
	1) 姜英、朝長諒、山根崇弘、大和浩、片野田耕太. 自治体の受動喫煙対策の14年間の変遷. 第32回日本禁煙推進医師歯科医師連盟学術総会. 2023年2月. 福岡県小倉市
	３．その他
	1) 大和浩、姜英、朝長諒. リーフレット「自治体・職域における喫煙対策を推進するための資料～改正健康増進法の全面施行の効果～」. 2024年2月.
	１．論文発表（本研究に関連するもの）
	なし
	２．学会発表
	なし
	３．その他
	なし
	A. 研究目的
	B．研究方法
	１）飲食店民間データベース調査
	飲食店民間データベースについて、Webスクレイピングツール（シルクスクリプト社）を使用して、令和5年5月、12月の2時点における店舗情報の抽出を行った。
	令和5年12月時点で抽出された店舗について、既存店舗と新規店舗における禁煙店舗割合を業態別に算出した。集計対象店舗は、食堂・レストラン、居酒屋・ダイニングバー、喫茶店・カフェ、バーの四業態とした。新規店舗はオープン日が令和2年4月以降と明記されている店舗とし、既存店舗は令和2年1月時点で抽出された店舗とした。「法令順守あり」は「完全禁煙」、「喫煙専用室設置」、「喫煙目的室かつ主食提供なし」、「経過措置既存店舗かつ喫煙可能室設置」のいずれかに当てはまる場合とした。
	２）飲食店へのインターネット調査
	屋内全面禁煙化を実施した飲食店からの回答を効率的に収集するため、インターネット調査を実施した。飲食店.com（運営：株式会社シンクロフード）の保有する調査パネルメンバーのうち、2020年4月以降に開業した店舗の運営者を対象に禁熛化店舗250店舗以上を目標に回答を集収した。調査項目は、開業時期、客席面積、同居親族を除く従業員数、サービス状況、現在の喫煙環境、たばこ販売状況、喫煙室種別、保健所への届出状況、保健所での喫煙環境の確認・情報提供、受動喫煙防止対策の情報源、コンサルティング利用状況、改正健康...
	令和4年度調査店舗は令和2年3月までの開業店舗を既存店舗とし、客席面積100cm2以下か否かにより規制対象と経過措置に区分した。東京都、千葉市では、同居親族以外の従業員がいる場合は規制対象とした。令和2年4月以降の開業店舗を新規店舗とした。令和5年度調査店舗では全国を対象地域としたが、令和4年度との比較を考慮し、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府の5都府県に限定した集計も行った。規制対象既存店舗、新規店舗では、「完全禁煙」「屋内禁煙で、喫煙専門室あり」「喫煙目的施設かつ主食の提供なし」を法令...
	規制対象既存店舗、経過措置既存店舗、新規店舗について、法定順守状況別に改正健康増進法の理解度を集計した。また、令和5年度調査店舗について、保健所での喫煙環境確認、情報提供の状況別に改正健康増進法の理解度、法令順守状況を集計した。
	３）シーシャ関連症例報告の系統的文献検索及び検討
	Pubmedを用いて、(”waterpipe” OR “shisha” OR “hookah”)の検索式にて対象となる論文を抽出した。また、抽出過程において、Pubmedが関連論文として選定した論文の中から、検索式で抽出できなかった論文を追加した。さらに、先行研究で選定された論文についても追加した。日本語の論文は、医中誌Webにより、”水タバコ” OR “シーシャ” OR “フーカ”の検索式により抽出した。
	各症例の記載情報より、年齢、性別、シーシャ使用状況（時間、頻度、場所）、飲酒の有無、症状、ヘモグロビンCO濃度（HbCO）、末梢血CO濃度（SpCO）を抽出した。日本語、英語以外の論文はDeepL.comウェブサイトを用いて、英語に変換し、内容を確認した。
	４）シーシャ利用可能店舗への郵送調査
	インターネット上に公開されたシーシャ専門店データベースに掲載された全1,438店舗（令和5年11月10日現在）を対象として、郵送による調査を実施した。調査項目は、所在地域、サービス内容、物販内容、客席面積、来客数、滞在時間、喫煙ルール、換気状況、CO2モニター設置状況、CO2濃度高値時の対応、CO中毒事故の認知、CO中毒様症状の発生状況（客、従業員）および対応状況とした。
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